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注 記 事 項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年８月31日） 

前中間連結会計期間末 

（平成17年８月31日） 

前連結会計年度末         

（平成18年２月28日） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

 643,730千円  

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

 578,360千円 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

 622,107千円 

※2.担保に供している資産 

建物及び構築物 608,671千円 

土地 972,914千円 

その他有形固定資産 9,137千円 

計 1,590,723千円 

  

 

上記に対応する債務 

1年内返済予定長期

借入金 

 

268,413千円 

長期借入金 509,922千円 

計 778,335千円  

※2.担保に供している資産 

建物及び構築物 624,901千円

土地 972,914千円

その他有形固定資産 9,890千円

計 1,607,705千円

  

 

上記に対応する債務 

1年内返済予定長期

借入金 264,220千円

長期借入金 328,335千円

計 592,555千円 

※2.担保に供している資産 

建物及び構築物 616,786千円

土地 972,914千円

その他有形固定資産 9,513千円

計 1,599,214千円

  

 

上記に対応する債務 

1年内返済予定長期

借入金 250,882千円

長期借入金 408,925千円

計 659,807千円 

※3.その他有価証券評価差額金 

外貨建出資金の取得原価に係る換算

差額によるものであります。 

なお、評価差額は全部資本直入法によ

り処理しております。 

※3.その他有価証券評価差額金 

同左 

※3.その他有価証券評価差額金 

同左 

 

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間         前中間連結会計期間         前連結会計年度         

(
自 平成18年３月 1日

至 平成18年８月31日 ) (
自 平成17年３月 1日

至 平成17年８月31日 ) (
自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日) 

※ 1.販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は次の通りであり

ます。 

従 業 員 給 与 ・ 賞 与 723,513千円 

役 員 報 酬 69,549千円 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 61,039千円 

退 職 給 付 費 用 15,592千円 

家 賃 594,774千円 

支 払 手 数 料 119,888千円 

減 価 償 却 費 46,398千円 

   

※ 1.販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は次の通りであり

ます。 

従 業 員 給 与 ・ 賞 与 660,449千円

役 員 報 酬 68,489千円

賞 与 引 当 金 繰 入 額 50,338千円

退 職 給 付 費 用 10,176千円

家 賃 534,976千円

支 払 手 数 料 92,637千円

減 価 償 却 費 51,171千円

  

※ 1.販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は次の通りで

あります。 

従業員給与・賞与 1,401,338千円

役 員 報 酬 138,605千円

賞与引当金繰入額 48,514千円

退 職 給 付 費 用 24,090千円

家 賃 1,204,045千円

支 払 手 数 料 231,687千円

減 価 償 却 費 107,222千円 

※ 2. 

――――― 

※ 2.固定資産売却益の内容は次の通りで

 あります。 

土 地 13,861千円 

※ 2. 

同左 
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当中間連結会計期間         前中間連結会計期間         前連結会計年度         

(
自 平成18年３月 1日

至 平成18年８月31日 ) (
自 平成17年３月 1日

至 平成17年８月31日 ) (
自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日) 

※ 3.固定資産除却損の内容は次の通りで 

あります。 

建 物 及 び 構 築 物 1,978千円 

什 器 ・ 備 品 2,142千円 

原 状 復 帰 費 用 4,166千円 

計 8,287千円  

※ 3.固定資産除却損の内容は次の通りで

 あります。 

建 物 及 び 構 築 物 226千円

什 器 ・ 備 品 3,696千円

原 状 復 帰 費 用 6,192千円

計 10,115千円 

※ 3.固定資産除却損の内容は次の通り

であります。 

建 物 及 び 構 築 物 1,182千円

什 器 ・ 備 品 13,290千円

原 状 復 帰 費 用 12,151千円

計 26,624千円

※ 4.減損損失 

当中間連結会計期間において、当グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

関東地区 
直営店舗 

(９店舗) 

什器・ 

備品他 
10,789 

近畿地区 
直営店舗 

（５店舗） 

リース 

資産他 
29,611 

その他地区 
直営店舗 

（４店舗） 

リース 

資産他 
8,256 

合計 48,658 

当グループは、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、店舗を基本単位と

した資産のグルーピングを行っておりま

す。また、店舗を管理するための事務所、

店舗へ商品を供給する物流施設等につい

ては共用資産としております。 

営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスである資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（48,658千円）として特別損失に計

上しております。 

その内訳は、リース資産22,553千円、什

器・備品17,091千円、その他9,013千円で

あります。 

なお、当資産グループの回収可能価額は

固定資産の使用価値により算定しており、

将来キャッシュ・フローに基づく使用価値

がマイナスであるものは回収可能価額を

零として評価しております。 

※ 4. 

――――― 

※ 4. 

――――― 

5.当グループの売上高は、取扱い商品が防

寒という機能を持つ靴下のため、上半期に

比べ下半期に販売される割合が大きくなっ

ております。従いまして連結会計年度の上

半期の売上高と下半期の売上高との間には

著しい相違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。 

 

5. 

同左 

5. 

――――― 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

1. 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 6,668,880 ― ― 6,668,880

 

2. 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 1,735 ― ― 1,735

 

3. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 

定時株主総会 
普通株式 66,671 10.00 平成18年２月28日 平成18年５月26日

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

(
自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成17年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金 807,832千円 

預入期間が３か月を

超える定期預金等 ―千円 

現金及び現金同等物 807,832千円  

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金 494,939千円

預入期間が３か月を

超える定期預金等 ―千円

現金及び現金同等物 494,939千円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金 1,127,057千円

預入期間が３か月を

超える定期預金等 ―千円

現金及び現金同等物 1,127,057千円 
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（リ ー ス 取 引 関 係） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

(
自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成17年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(借主側) 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

 

有形固定資産「その他」 

取 得 価 額 相 当 額           487,093千円 

減価償却累計額相当額           218,829千円 

減損損失累計額相当額 17,994千円 

中間期末残高相当額           250,269千円 

 

無形固定資産（ソフトウェア）        

取 得 価 額 相 当 額           69,531千円 

減価償却累計額相当額           15,258千円 

減損損失累計額相当額 ―千円 

中間期末残高相当額           54,273千円 

 

合     計 

取 得 価 額 相 当 額           556,625千円 

減価償却累計額相当額           234,087千円 

減損損失累計額相当額 17,994千円 

中間期末残高相当額           304,542千円 

 

2.未経過リース料中間期末残高相当額及

びリース資産減損勘定中間期末残高 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１    年    内 95,873千円 

１    年    超 212,655千円 

合     計 308,529千円 

リース資産減損勘定中間期末残高 

 14,889千円 

 

 

3.支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支 払 リ ー ス 料         56,064千円 

リース資産減損勘定の取崩額          

 7,663千円 

減価償却費相当額 53,041千円 

支払利息相当額         3,009千円 

減 損 損 失         22,553千円 

                   

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(借主側) 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

 

 

有形固定資産「その他」 

取 得 価 額 相 当 額           500,604千円 

減価償却累計額相当額           201,604千円 

中間期末残高相当額           299,000千円 

 

 

無形固定資産（ソフトウェア）        

取 得 価 額 相 当 額           13,248千円 

減価償却累計額相当額           4,593千円 

中間期末残高相当額           8,655千円 

 

 

合     計 

取 得 価 額 相 当 額           513,853千円 

減価償却累計額相当額           206,197千円 

中間期末残高相当額           307,655千円 

 

 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

 

 

１    年    内 97,695千円

１    年    超 214,187千円

合     計 311,883千円

 

 

 

 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

 

支 払 リ ー ス 料         65,677千円 

減価償却費相当額 60,228千円 

支払利息相当額         3,270千円 

                   

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(借主側) 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

有形固定資産「その他」 

取 得 価 額 相 当 額           520,231千円 

減価償却累計額相当額            221,835千円 

期 末 残 高 相 当 額            298,395千円 

 

 

無形固定資産（ソフトウェア）        

取 得 価 額 相 当 額           73,583千円 

減価償却累計額相当額           11,951千円 

期 末 残 高 相 当 額           61,631千円 

 

 

合     計 

取 得 価 額 相 当 額           593,814千円 

減価償却累計額相当額           233,787千円 

期 末 残 高 相 当 額           360,027千円 

 

 

2.未経過リース料期末残高相当額 

 

 

１   年   内 109,303千円

１   年   超 255,010千円

合     計 364,313千円

 

 

 

 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

 

支 払 リ ー ス 料         128,918千円 

減価償却費相当額 119,788千円 

支払利息相当額         6,671千円 
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当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 

(
自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成17年８月31日) (
自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日) 

4.減価償却費相当額及び利息相当額の算
定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 
・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額
相当額の差額を利息相当額とし、各期への
配分方法については、利息法によっており
ます。 

4.減価償却費相当額及び利息相当額の算
定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 
・利息相当額の算定方法 

同左 

4.減価償却費相当額及び利息相当額の算
定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 
・利息相当額の算定方法 
同左 

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１    年    内 1,646千円 

１    年    超 2,881千円 

合     計 4,527千円  

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１    年    内 1,646千円

１    年    超 4,527千円

合     計 6,174千円 

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１    年    内 1,646千円

１    年    超 3,704千円

合     計 5,350千円 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(貸主側) 

1.リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 

 

有形固定資産「その他」 

取 得 価 額           100,790千円 

減 価 償 却 累 計 額           35,892千円 

中 間 期 末 残 高           64,897千円 

 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１    年    内 13,430千円 

１    年    超 52,465千円 

合     計 65,896千円 

 

3.受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

受 取 リ ー ス 料         6,684千円 

減 価 償 却 費         6,410千円 

受取利息相当額         209千円   

                   

4.利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額の合計額

からリース物件の購入価額を控除した額

を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

 

(減損損失について) 

リース資産(貸主側)に配分された減損

損失はありません。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(貸主側) 

1.リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 

 

有形固定資産「その他」 

取 得 価 額           100,990千円 

減 価 償 却 累 計 額           23,297千円 

中 間 期 末 残 高           77,692千円 

 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

１    年    内 13,348千円

１    年    超 65,896千円

合     計 79,244千円

 

3.受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

受 取 リ ー ス 料         6,643千円 

減 価 償 却 費         6,666千円 

受取利息相当額         250千円  

                   

4.利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額の合計額

からリース物件の購入価額を控除した額

を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(貸主側) 

1.リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高 

 

有形固定資産「その他」 

取 得 価 額           100,440千円

減 価 償 却 累 計 額           29,414千円

期 末 残 高           71,025千円

 

2.未経過リース料期末残高相当額 

１    年    内 13,389千円

１    年    超 59,191千円

合     計 72,580千円

 

3.受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

受 取 リ ー ス 料         13,307千円 

減 価 償 却 費         13,333千円 

受取利息相当額         480千円  

                   

4.利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額の合計額

からリース物件の購入価額を控除した額

を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 
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（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

 

前中間連結会計期間末（平成17年８月31日） 

該当事項はありません。 

 

前連結会計年度末（平成18年２月28日） 

該当事項はありません。 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間・前中間連結会計期間及び前連結会計年度においては、ヘッジ会計が適用されているデリバテ

ィブ取引は、開示の対象から除いておりますので、該当事項はありません。 

 

 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日  至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

 

 

（企業結合等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日  至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

 

 

（セグメント情報） 

1.  事業の種類別セグメント 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日  至 平成18年８月31日） 

当グループは、事業の種類として靴下の卸売、直営店での小売（以下「靴下関連事業」）及び靴下製造関連機械の研究

開発、小売を行っております。 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「靴下関連事業」の割合がいずれも90％を超えているため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日  至 平成17年８月31日） 

当グループは、事業の種類として靴下の卸売、直営店での小売（以下「靴下関連事業」）及び靴下製造関連機械の研究

開発、小売を行っております。 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「靴下関連事業」の割合がいずれも90％を超えているため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日  至 平成18年２月28日） 

当グループは、事業の種類として靴下の卸売、直営店での小売（以下「靴下関連事業」）及び靴下製造関連機械の研究

開発、小売を行っております。 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「靴下関連事業」の割合がいずれも90％を超えているため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

2. 所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日  至 平成18年８月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため記載を省略しております。 

 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日  至 平成17年８月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため記載を省略しております。 

 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日  至 平成18年２月28日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため記載を省略しております。 
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3.  海外売上高 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日  至 平成18年８月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高の割合の記載を省略し

ております。 

 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日  至 平成17年８月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高の割合の記載を省略し

ております。 

 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日  至 平成18年２月28日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高の割合の記載を省略し

ております。 
 

 

（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

該当事項はありません。 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 


